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序 論 

第１章 総合振興計画の策定に当たって 

１ 第６次総合振興計画について 

（１）計画の目的 

日本は少子高齢化の進展とともに本格的な人口減少社会を迎え、右肩上がり

の「成長社会」から「成熟社会」へ社会の仕組みの転換期を迎えています。 

本市では、豊かな自然環境や西鉄天神大牟田線、高速道路等の交通利便性を

生かして、第５次小郡市総合振興計画に基づき、幹線道路の整備や大規模商業

施設等の企業誘致、子育て環境・教育環境の整備が進む等、着実に発展を遂げ

ていますが、一方では、少子高齢化の進展による社会保障費の増加、老朽化し

た公共施設の維持更新、頻発する豪雨災害への備え、新型コロナウイルス感染

症への対策等、行政需要はこれまで以上に増加しています。 

これからの１０年は、「あれもこれも」ではなく、「あれかこれか」を選択せ

ざるを得ない社会への転換を迎え、社会情勢に適応した持続可能な行財政運営

の確立と、「住んで良かった。住み続けたい。」と思えるような更なる市民満足

度の向上を目指していかなければなりません。 

こうした社会情勢や環境の変化を踏まえて、市民と行政、各種機関、団体、

民間事業者がこれから目指す将来像やまちづくりの方向性を共有し、新たなま

ちづくりを創造していくための根幹となる最上位計画として、「第６次小郡市総

合振興計画」を策定します。 

 

（２）計画の策定姿勢 

本計画は、以下の点を基本として策定します。 

 

○市民の参画による計画 

市民とまちづくりに対する課題や目標を共有するため、市民から意見

を聴き計画への反映に努めます。 

○重点的に取り組む施策が分かる計画 

「あれもこれも」となりすぎないよう、内容を焦点化するとともに、

限られた経営資源を効果的に配分するために、施策の選択と集中により、

重点的に取り組む施策が分かる基本計画づくりを行います。  
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（３）計画の構成と期間 

① 計画の構成  

第６次小郡市総合振興計画は、基本構想と基本計画で構成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）基本計画の進行管理 

基本計画の進行管理は、ＰＤＣＡサイク

ルに沿って行政評価を実施し、この結果の

公表等を通じて、情報を市民と共有しなが

ら行っていきます。  
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第２章 小郡市を取り巻く状況 

１ 社会動向 

（１）総人口の減少と少子高齢化社会の進展 

日本の総人口は、平成 20（2008）年の 1 億 2808 万人をピークに減少

局面に入っており、「国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）」

の将来推計によると、令和 35（2053）年には人口は 1 億人を下回り、また

令和 42（2060）年には 65 歳以上の人口割合は約 40%になると推計され

ています。 

こうした変化は、税収の減少、就業者数の減少、にぎわいの喪失、社会保障

費の増加等、地域経済や社会全体にわたり、様々な影響が想定されます。 

（２）常態化する自然災害や感染症等のリスク 

近年、気候変動の影響等により、集中豪雨、大規模地震等、気象の急激な変

化や自然災害が多発し、生活や経済活動に大きな影響が発生していることか

ら、その機能を維持できるよう、「国土強靭化地域計画」等に基づき、平時か

ら万全の備えを行うまちづくりが求められています。また、河川、下水道管理

者等が行う治水対策に加え、国・県・市・事業者・市民等のあらゆる関係者で

取り組む「流域治水」への転換が必要となっています。 

令和２（2020）年には、国内でも新型コロナウイルス感染症の感染が拡大し、

人々の暮らし、学校教育、地域経済等の社会全般に大きな影響を及ぼしました。 

（３）社会資本のマネジメント 

日本では、高度経済成長期に集中的に整備された道路、施設等の社会資本

が、建設から長期間経過し、老朽化が進行していることから、今後これらに対

する費用の増加が見込まれています。 

このため、時代に合った適切な社会資本の維持管理が求められており、公

共施設、道路、下水道等のインフラ施設について、今後の需要を把握しなが

ら、長寿命化や更新、統廃合を計画的に行っていく必要があります。 

（４）情報通信技術の進展 

近年、スマートフォン等の情報端末の普及が拡大し、情報通信技術の発達に

より、ＡＩ（Artificial Intelligence：人工知能）やＩｏＴ（Internet of Things：

モノのインターネット経由で通信すること）による業務の効率化や新たな価値

が生み出されることが見込まれています。 

そして、少子高齢化や人口減少が進む中、国ではこれまでの情報社会

（Society4.0）に続いて、ＩｏＴで人とモノがつながり、様々な知識や情報 
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が共有されたり、ＡＩを活用することなどで、これまで以上に便利で効率的

な目指すべき未来社会の姿として Society5.0 が提唱されています。 

また、国においては、デジタル庁の新設等「行政のデジタル化・オンライン

化」を推進しており、地方自治体においても、市民・利用者の更なる利便性向

上に向け、様々な行政分野におけるデジタル化・オンライン化を積極的に進め

ていくことが求められています。 

（５）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に向けた取組 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、誰一人取り残されない社会の実現を目

指し、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで採択された 2030 年まで

を期限とする世界共通の目標です。持続可能な世界を実現するための 17 の

目標と 169 のターゲットから構成され、経済・社会・環境を包含する統合的

な取組を示しています。 

国は、平成 28（2016）年に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部」

を設置し、８つの優先課題と具体的施策を定めるとともに、ＳＤＧｓの推進

に当たっての自治体の役割の重要性を指摘しています。 

（６）地球温暖化問題の深刻化 

これまでの大量生産、大量消費、大量廃棄という資源消費型の社会経済シ

ステムにより、地球温暖化、異常気象等の地球規模での環境問題が深刻化し

ています。 

日本は、平成 27（2015）年のパリ協定等の国際的な枠組みの中で、令和

２（2020）年に 2050 年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする

「2050 年カーボンニュートラル」を目指すことを表明し、令和３年度策定

の「地球温暖化対策計画」では、令和１２（2030）年度において、温室効果

ガスを 2013 年度から 46％削減することを目指すとされています。 

（７） 「アフターコロナ」に向けた社会の変化の兆し 

新型コロナウイルス感染症の感染リスクに対応して、デジタル技術を活用

したつながりが社会経済活動の継続に効果を発揮し、これによって、デジタ

ル社会の可能性が広く認識されました。また、ＩCＴを活用したテレワークや

リモートワークによる働き方が広がるとともに、学校等における遠隔授業、

医療機関における遠隔診療等にも大きな関心が寄せられています。 

また、人口が集中する大都市においては、感染拡大、医療機能の不足が発生

するなど、都市集中型の社会から地方分散型の社会への移行の必要性が指摘

されています。 
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第３章 小郡市の現状 

１ 小郡市の概況 

（１）人口 

１）総人口と年齢３区分別人口の推移 

本市の総人口は、令和３年 4 月 1 日で 59,592 人となっています。平成

28 年度に 59,151 人まで減少しましたが、その後は増加が続いています。 

また、0 歳から 14 歳までの年少人口と 15 歳から 64 歳までの生産年齢

人口が減少する一方で、65 歳以上の老年人口は増加しており、令和 3 年 4

月 1 日では、高齢化率が 27.8％まで上昇しています。 

そして、世帯数は、人口の増加数以上に、年々増加しており核家族化が進んで

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜ 総人口・年齢３区分別人口の推移 ＞ 

資料：住民基本台帳（各年 4 月 1 日時点） 

小郡市も 64 歳以下の人口

は減っているね。 
人口減少社会の中で、小郡市

の総人口は増えているね。 
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２）人口動態 

① 自然動態 

出生数は、平成 28 年度までは横ばい傾向が続いていましたが、近年は減

少傾向となっています。一方で、死亡数は出生数を上回り、増加傾向となって

おり、その差は徐々に開いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 社会動態 

平成２６年度までは転出数と転入数が均衡する状態にありましたが、平成 

２７年度以降は６年連続で転入数が転出数を上回る転入超過が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：住民基本台帳 
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資料：住民基本台帳 

出生数が死亡数より少ないけど、転入

数と転出数の差がそれより多いので、

小郡市の人口は増えているね。 
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３）将来人口推計 

本市では、令和２（2020）年に人口の現状を分析し将来人口を推計しました。

推計に当たっては、福岡県民が望む出生率 1.8（※１）と国の長期ビジョンで示

された出生率2.07（※２）を目標に、以下の５つのケースで本市の人口推計を示

しています。 

各種施策を推進することにより、現在の人口を維持し、人口減少を最小限に抑

えるために、令和 22（2040）年に人口約 58,500～59,500 人、令和 42

（2060）年に人口約54,000～57,000人を展望します。 

※１ 出生率1.8：福岡県「子育て等に関する県民意識調査」（2019）での県民の希望する子ども数に基づく出生率 

※２ 出生率 2.07：人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 人口推計における仮定値 

 出生率 社会移動 

ケース１ 社人研推計準拠 社人研推計準拠 

ケース２ ケース１（社人研推計準拠）と同じ 
社人研推計準拠 
※住宅開発の計画人口による 
移動人口の増加を加算 

2016～2020 年：1,614 人増加 

2021～2025 年：415 人増加 

ケース３ 
2030 年に出生率 1.8、2040 年に 2.07 の
出生率が実現 

ケース４ 
2035 年に出生率 1.8、2045 年に 2.07 の
出生率が実現 

ケース５ 2040 年に出生率 1.8 

   ※人口ビジョンは、人口の現状を分析し、今後目指すべき将来の方向性と人口の将来を展望するものです。   

＜ 将来人口推計 ＞ 

資料：小郡市人口ビジョン（令和 2 年改訂版） 

小郡市は、大規模な住宅

開発で人口が増えてきた

ね。これからも持続可能

なまちづくりに向けた

様々な施策が必要だね。 
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（２）産業構造 

１）産業分類別就業人口の推移 

平成 27 年の就業者人口は 26,164 人で、そのうちの産業分類は卸売・小

売業やサービス業を主体とした第３次産業が 76.3％を占めており、第 3 次

産業の従業者数は年々増加しています。一方で、工業を中心とする第２次産

業と農業を中心とする第１次産業の従業者数は減少傾向となっています 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）市内総生産・市民所得の推移 

市内総生産・市民所得の推移をみると、市民所得が増加傾向にあります。ま

た、一貫して市内総生産よりも市民所得の額が上回っており、市外での就業

が多いことがうかがえます。 
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＜ 産業分類別就業人口の推移 ＞ 

＜ 市内総生産・市民所得の推移 ＞ 

資料：国勢調査 
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5,080
20.0%

4,995
17.8%

4,619
15.9%

4,098

16.5%

4,318

68.0%

13,106 

69.1%

14,721 

72.0%

17,170 

74.0%

18,459 

76.9%

19,968 
77.7%

19,992 

76.3%

19,956 

19,274 

21,303 

23,862 
24,945 

25,972 25,719 26,164 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

S60

(1985)

H2

(1990)

H7

(1995)

H12

(2000)

H17

(2005)

H22

(2010)

H27

(2015)

（人）

（年）

分類不能 第1次産業 第2次産業 第3次産業 総数■ 分類不能

資料：福岡県「市町村民経済計算」 
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３）産業大分類別従業者数 

産業大分類別に従業者数をみると、従業者数が最も多い産業は「医療・福

祉」で 3,616 人（24.3％）となっています。次いで、第２位は「卸売業・

小売業」が 3,329 人（22.4％）、第３位は「製造業」が 1,730 人（11.6％）

となっています。 

 

 

 

 

 

   

＜ 産業大分類別従業者数 ＞ 

資料：内閣府「地域経済分析システム（RESAS）」 
（総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工） 

小郡市内の事業所で働いている人たちを 

分類すると「医療、福祉」や「卸売業、 

小売業」が多いのが小郡市の特徴だね。 

※平成28年 従業者数（事業所単位）：14,857人
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18,542 

20,613 

22,694 

28,626 

6,417 6,549 6,706 6,596

1 24 654 909
1,937 2,459 2,087 1,647

3,985 3,696 3,640 3,668

2,430
3,097 3,661

10,609

1,259
1,551

2,056

1,917

1,634
1,947

2,480

1,701

879

1,290

1,410

1,579

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

Ｈ２５

（2013）

Ｈ２８

（2016）

Ｒ１

（2019）

Ｒ２

（2020）

（百万円）

（年度）

- 市税 寄附金 その他 地方交付税 国庫支出金 県支出金 市債 その他

自主財源
市税

寄附金

その他

地方交付税

国庫支出金

県支出金

市債
その他

依存財源
（※）

 

（３）財政 

１）歳入 

本市の歳入のうち、自主財源の根幹をなす市税は横ばいで推移しています。

今後は、生産年齢人口の減少に伴い、市税の減少が予想されます。また、近年

は、ふるさと納税等による寄附金が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）歳出 

本市の歳出は、少子高齢化の進展を主要因とした社会保障

費の増加により、扶助費が増加し、物件費、人件費について

も増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

17,578 

20,126 

22,438 

28,295 

3,114 3,143 3,254 3,602

3,876 4,616 5,203 5,449
2,124

2,115 1,860
1,8201,539

3,012
3,723 1,9782,363

2,560
3,060

3,3391,877

1,886

2,438

8,567

2,198

2,546

1,959

2,053

487

248

941

1,487

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

Ｈ２５

（2013）

Ｈ２８

（2016）

Ｒ１

（2019）

Ｒ２

（2020）

（百万円）

（年度）

- 人件費 扶助費 公債費 投資的経費 物件費 補助費等 繰出金 その他

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

物件費

補助費等

（※）

繰出金

その他

繰 出 金：一般会計から特別会計に支出される経費 
補 助 費 等：団体補助金、負担金等に係る経費 

物 件 費：委託料、光熱水費、備品購入費等に係る経費 
投資的経費：主に道路整備、公共施設の建設事業費、災害復旧費等 
公 債 費：地方公共団体が発行した地方債の元利償還等に要する経費 

扶 助 費：子ども医療費、児童手当、生活保護等の福祉に係る経費 

※令和2年度の国庫支出金は、令和元年度と比較して、特別定額給付金事業費、
地方創生臨時交付金等により、69億4,870万円増加しています。 

＜ 歳出 ＞ 

※令和２年度の補助費等は、令和元年度と比較して、特別定額給付金事業、
地域商品券発行事業等により、61 億 2,868 万円増加しています。 

資料：庁内資料 

＜ 歳入 ＞ 

資料：庁内資料 

令和 2 年度は新型コロナウイルス

感染症対策で、歳入と歳出が大きく

増加しているね。 
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３）市債残高と基金残高 

 本市の市債残高は、近年横ばいで推移しています。基金残高は、令和元年

度までは減少が続いていましたが、令和 2 年度で増加に転じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）経常収支比率 

本市の経常収支比率は年々上昇し、特に少子高齢化の進展に伴う社会保障

経費の増加により、平成 28 年度以降は 97.0％以上となっており、財政の硬

直化が進行しています。 
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15,000
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（百万円）

臨時財政対策債

臨時財政対策債を除く市債残高

基金残高

Ｒ2

（2020）

Ｒ１

（2019）

H28
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（2013） （年度）

市債残高

臨時財政

対策債を

除く市債

残高

臨時財政

対策債

基金残高

経常収支比率：財政構造の弾力性を図る指標で、毎年同じように入る収入が毎年同じように出る支出にどのくらいの

割合で使われたかを示す値。この比率が高いと自由に使えるお金の割合が少ないことを示します 

 

＜ 経常収支比率 ＞ 

資料：福岡県「市町村財政のすがた」 

臨時財政対策債：国から地方公共団体への地方交付税の不足を補うため、特例として発行される地方債（借金）。 
返済費用は後年度の地方交付税に全額が上乗せされます 

市     債：家庭の家計でいう借金。道路、学校等を整備するときに借入れ、世代間の負担の公平化・財政 
負担の平準化を図っています 

基     金：家庭の家計でいう貯金 

＜ 市債残高と基金残高 ＞ 

 

資料：庁内資料 

経常収支比率は低い方が良い

とされているけど、小郡市は

県平均より高いね。 
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＜ 実質公債費比率 ＞ 

資料：福岡県「市町村財政のすがた」 

 

 

５）実質公債費比率 

本市の実質公債費比率は年々低下し、連続して改善していますが、依然と

して県平均より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）将来負担比率 

本市の将来負担比率は年々低下し、令和２年度には 23.６％まで改善して

いますが、依然として県平均より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実質公債費比率：財政規模のうち国などから借りた公債の返済金額がどのくらいの割合かを示す値 

将来負担比率：財政規模に対して、将来的に市が負担するべき負債がどのくらいの割合かを示す値 

＜ 将来負担比率 ＞ 

資料：福岡県「市町村財政のすがた」 

 

実質公債費比率と将来負担比率は、県平均より

高いけど、年々減少していて、県平均に近づい

ているね。 
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２ まちづくりに関する市民の意識 

（１）市民アンケート調査結果 

本計画の策定に当たって、市民の意見を反映させるために令和元年度と令和

３年度に市民アンケート調査を実施しました。 

１）小郡市の住みやすさ 

本市の住みやすさを尋ねたところ、おおむね住みやすいと感じている人が

89.8％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）まちづくりの満足度・重要度 

本市の45項目の取組のうち、重要度と満足

度から優先度（満足度が低く重要度が高い）を

順位付けした結果、１位が「豪雨災害への対応」、

２位が「新たな感染症への対策」、３位が「医

療体制の整備」という結果となりました。 

 

   

順位 項目 満足度 重要度 
優先度 

（重要度－満足度） 

1 豪雨災害への対応 2.15 3.72 1.57 

2 新たな感染症への対策 2.24 3.64 1.40 

3 医療体制の整備 2.43 3.63 1.20 

4 商業  2.29 3.43 1.14 

5 雇用対策 2.31 3.40 1.09 

6 工業  2.22 3.27 1.05 

7 市役所の手続きデジタル化 2.22 3.25 1.03 

8 健全な行財政運営の推進 2.49 3.50 1.01 

9 道路・交通網の整備 2.44 3.44 1.00 

9 老朽化した公共施設の整備 2.19 3.19 1.00 

≪ まちづくりの取組の優先度（上位 10 位） ≫ 

N＝1,004 人（令和３年度調査） 

（令和元年度と令和３年度調査結果を合わせて集計） 

単位：点 

「豪雨災害への対応」、「新た

な感染症への対策」の優先度

が高い結果となっているね。 
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３）新型コロナウイルス感染症の収束後の変化 

新型コロナウイルス感染症の収束後に意識や行動がどのように変化するか

尋ねたところ、「健康への関心が高まる」が 51.1%で最も割合が高くなって

います。次いで、「人が多い都会よりも自然豊かな場所に魅力を感じる」

（25.5%）、「家族と過ごす時間の重要度が増す」（23.6%）、「特に意識や行

動は変わらない」（22.4%）と続いています。 

 

  

≪ まちづくりの取組の重要度と満足度のクロス分析 ≫ 

（令和元年度と令和３年度調査結果を合わせて集計） 

51.1

25.5

23.6

20.8

18.1

14.2

14.0

22.4

0 20 40 60

健康への関心が高まる

人が多い都会よりも自然豊かな場所に魅力を感じる

家族と過ごす時間の重要度が増す

家から近い外出場所の重要性が増す

働き方が変化する

生活の時間の使い方が変化する

ネットショッピングでの買い物が増える

特に意識や行動は変わらない

（％）

N=1,004※複数回答

※ 上位 8 項目を掲載 

新型コロナウイルス

感染症の影響で、意

識や行動が変わるこ

とが想定されるね。 
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（２）小郡市サービス検証ワークショップ 

本計画の策定に当たって、市民等の皆さんから意見を頂くため、令和３年６月

にWeb会議にて「小郡市サービス検証ワークショップ」を開催しました。 

１）ワークショップの概要 

内 容：「産業」、「子育て・教育」、「都市基盤」、「健康・福祉」の４つのグループ

に分かれ、それぞれのテーマに関する本市の 10 年間の取組の振り返り

を行い、これまでの評価と今後の方向性について意見交換を行いました。 

参加者：１７名（本市在住の市民及び包括連携協定を締結した大学の大学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲ ワークショップに参加して頂いた皆さん （小郡市の “Ｏ”のポーズで記念撮影） 
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２）小郡市の今後の方向性について 

小郡市の今後の方向性について、ワークショップで出された主な意見は以下のとおりです。 

  産業 （テーマ：農業・商業・観光） 

・農業の特産品化は良い。大豆の生産者とそれを加工する企業を結び付けられる

よう取り組んでほしい。 

・農業の後継者不足について、若者に農業体験をしてもらってはどうか。 

・観光において、花立山の更なる活用をしてほしい。 

・マルシェはとても良いと感じた。100 円均一市などの取組を定期的に駅前で行

えば、もっと人が集まるのではないか。 

  子育て・教育（テーマ：子育て支援・学校教育） 

・保育士の充実、待遇改善（給与など）をしてほしい。 

・保護者の横のつながりが薄いと感じるので、親が孤立しない支援が必要。各家

庭での親子の向き合い方が重要。 

・地域行事への子どもの参加を積極的に支援すべき。不登校の防止策にもなる。 

 都市基盤（テーマ：防災（治水）・土地利用） 

・防災意識を高めるため定期的な防災訓練が必要だと思う。 

・集中豪雨で被害に遭う地域、道路などを特定しているので、継続的な対策をお

願いしたい。 

・市街化調整区域の集落維持に向けた開発により、安心して暮らせる小郡市を期待する。 

・バス、相乗りタクシーなどが普及すると暮らしやすい都市になると思う。 

・物流企業の誘致も進めてもらいたいが、若者が地元で働ける場の確保、生産工

場などの誘致を考えてほしい。 

 健康・福祉（テーマ：新たな感染症対策・高齢者福祉） 

・感染症対策は、市民が速やかに情報発信に気付いて、対策できるかがポイントにな

るので、市民への周知・連携が重要。ＬINE を活用した情報発信をしたらどうか。 

・感染症対策は、生活している人自身の危機管理が大切であると思う。 

・一部の市民ではなく、全ての世代の市民が地域の問題として考えていく必要がある。 

・地域ぐるみの高齢者の見守り活動の仕組みづくり。 

・介護や支援が必要な方への対応は行政でないとできないことが多いので、そう

いった部分は行政で対応し、そうでない部分で「生き生きと暮らせるように」

というところは地域でも対応できることはあると思う。 
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本 論 

第１章 将来像 

１ 小郡市の将来像 

将来像は、市民とともにまちづくりを進めるに当たり、目指すべきまちのあ

るべき姿や望ましい姿として掲げるものです。 

本市は第５次小郡市総合振興計画で「人が輝き、笑顔あふれる快適緑園都市・

おごおり」を将来像に掲げて、まちづくりを進めてきました。 

今後は、これまで経験したことのない少子高齢化の進展、多発する豪雨災害、

新型コロナウイルス感染症への対応等、複雑化・複合化する新たな課題と向き

合っていく必要があり、持続可能なまちづくりを進めていくためには、多様な

主体とのつながりや支え合いがますます重要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

この将来像の「人がつながり」は、まちづくりの主役である市民と市民がつ

ながり、行政、各種機関、団体、民間事業者等と密接に連携することを表して

います。 

また、「市民が躍動する」は、市民、各種機関、団体、民間事業者等の活動が

活発になり、地域や経済が活性化することを表しています。そして、「温かみの

ある」は、お互いが支え合い、一人一人の人権が尊重されるまちづくりを表し

ています。さらに、「都市
ま ち

」は、交通の利便性等を生かした住みやすい快適な都

市づくりを表しています。 

これまでの「市民との協働のまちづくり」の取組を踏まえ、さらなる持続可

能なまちづくりの推進に向けて、「お互いの状況を理解し、多様性を認め合う共

感、共感によって同じ目的に向かい行動する共働、共働によって新しい価値や

魅力を創造していく共創」を一連のまちづくりの考え方として推進し、さらに

多様な主体が役割を分かち合い、支え合いながら暮らしていくことができる全

ての人が包み込まれる地域共生社会の実現を目指します。 
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２ 将来像の実現に向けて 

将来像の実現に向けて、次の５つの基本政策を掲げ、計画的にまちづくりを

進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ＳＤＧｓの推進 

第６次総合振興計画は、ＳＤＧｓが重視する経済、社会、環境の三側面を含んだ

総合的なまちづくりの指針であり、この将来像や基本政策が「住み続けられるま

ちづくりを」や「すべての人に健康と福祉を」などのＳＤＧｓの目指す１７の目

標とその目指すべき方向性が同様であることから、小郡市では第６次総合振興計

画を推進することにより、ＳＤＧｓの達成に取り組んでいきます。 
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